
１ 

 貸 借 対 照 表  
（平成31年４月30日現在） 

 （単位：千円） 

資   産   の   部 負   債   の   部 

科     目 金  額 科     目 金  額 

流動資産 

 現金及び預金 

 売掛金 

 貯蔵品 

前払費用 

仮払金 

  

固定資産 

 有形固定資産 

  建物 

工具、器具及び備品   

土地 

無形固定資産 

ソフトウェア 

投資その他の資産 

  保険積立金 

  敷金 

  貸付金 

   

76,412 

32,804 

42,270 

142 

1,190 

5 

 

69,821 

46,066 

4,700 

166 

41,200 

464 

464 

23,289 

20,745 

2,515 

28 

流動負債 

 １年内返済予定の長期借入金  

 会長借入金 

未払金 

 未払費用 

預り金 

仮受金 

未払消費税等 

 未払法人税等 

    

固定負債 

 長期借入金  

27,111 

4,008 

5,000 

1,361 

8,727 

1,449 

433 

3,972 

2,159 

 

11,924 

11,924 

負  債  合  計 39,035 

純  資  産  の  部 

科     目 金  額 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 

 資本準備金 

利益剰余金 

 別途積立金 

繰越利益剰余金 

 自己株式 

107,198 

50,000 

37,040 

37,040 

24,135 

10,000 

  14,135 

△  3,976 

純 資 産 合 計 107,198 

資 産 合 計 146,234 負 債 ・ 純 資 産 合 計 146,234 

記載金額は千円未満を切捨して表示しております。 

 

 

 



２ 

 損 益 計 算 書  
（自平成30年５月１日 至平成31年４月30日） 

 （単位：千円） 

科   目 金  額 

売         上         高 

売   上   原   価 

売 上 総 利 益   

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費         

営 業 利 益  

営 業 外 収 益  

受 取 利 息  

雑 収 入  

営 業 外 費 用 

支 払 利 息 

支 払 保 証 料  

経 常 利 益  

特 別 利 益 

固 定 資 産 売 却 益 

税 引 前 当 期 純 利 益 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 

 

 

 

 

 

 

 

329 

198,135 

5,285 

192,850 

176,951 

15,899 

 

 

329 

 

 

221 

                         

192 

29       

 16,008 

 

92 

 

92 

 16,100 

 2,159 

当 期 純 利 益  13,941 

記載金額は千円未満を切捨して表示しております。 

 



３ 

 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書  
（自平成30年５月１日 至平成31年４月30日） 

（単位：千円） 

 

株主資本 

純資産 

合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株

式 

株主資

本 

合計 
資本準

備金 

資本剰

余金合

計 

その他利益剰余金 利益剰

余金合

計 
別途 

積立金 

繰越利益 

剰余金 

当期首残高 50,000 37,040 37,040 10,000 193 10,193 △3,976 93,257 93,257 

当期変動額          

当期純損益 ― ― ― ― 13,941 13,941 ― 13,941 13,941 

自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

当期変動額合計 ― ― ― ― 13,941 13,941 ― 13,941 13,941 

当期末残高 50,000 37,040 37,040 10,000 14,135 24,135 △3,976 107,198 107,198 

 



４ 

 個 別 注 記 表  

 

 １．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1)有価証券の評価基準及び評価方法 

①子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 

 

(2)固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

 

建物    ：定額法  

その他 ：定率法  

②無形固定資産  ソフトウェア ：定額法  

 

(3)その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

①消費税等の処理方

法 

 

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

 

 

２．株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 当事業年度末日における発行済株式の数 普通株式  2,884株 

(2) 当事業年度末日における自己株式の数 普通株式      無 

(3)  当事業年度末日における新株予約権の目的となる株式の数   普通株式     900株 

(4)  配当に関する事項 無 

 

３．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額     37,170円 

１株当たり当期純損益    4,833円 

 

以 上 

  



５ 

 


